
近年の世界的な異常気象をみると，地球温暖化施策は喫

緊の課題であり，地球規模の環境問題として，１７年７月の

G８サミットのメインテーマにも取り上げられました。

わが国の地球温暖化防止の取り組みとして，政府のすべ

ての一般公用車を低公害車に切り替えたり，新公邸には太

陽光発電，風力発電に加え世界初商用第１号の燃料電池を

導入しました。

また，昨年夏には政府としてノーネクタイ，ノー上着と

いう「クールビズ」にも取り組みました。

１９９７年に京都議定書が採択されて約９年。２００２年に地球

温暖化対策推進法を改正されてから４年経過した今年，社

会資本整備を担当する国土交通省や建設業団体の地球温暖

化対策の取り組みを紹介しながら，今後の地球温暖化対策

について検討してみたい。



１． 京都議定書の発効と京都議定書
目標達成計画の策定

京都議定書は，１９９７年に京都で開催された気候

変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）で採

択された。同議定書は，先進国等に対して温室効

果ガス排出量の削減を義務付けており，２００８年か

ら２０１２年の間の温室効果ガス排出量を１９９０年比で

わが国には６％，米国には７％，EUには８％の

削減を課している。わが国は，２００２年６月に京都

議定書を締結し，議定書の円滑な実施を確保する

ため地球温暖化対策推進法を改正した。

米国が不支持を表明するなど，京都議定書はそ

の発効が一時危ぶまれたが，２００４年にロシアが締

結したことにより発効要件が満たされ，昨年２月

１６日に京都議定書は発効した。議定書の発効によ

り，わが国では改正地球温暖化対策推進法が施行

され，同法により京都議定書目標達成計画（以下

「目標達成計画」という）を定めることとなっ

た。

一方，わが国の地球温暖化対策については，京

都議定書の締結に先立って２００２年３月に策定され

た地球温暖化対策大綱に沿って進めてきたところ

であり，同大綱が２００４年に評価・見直しを行うこ

ととなっていたことから，関係省庁では，大綱の

評価・見直し作業を行った。国土交通省において

は，社会資本整備審議会環境部会および交通政策

審議会交通体系分科会環境部会において国土交通

分野の地球温暖化対策について審議していただ

き，その結果に従って見直し作業を進めてきた。

ロシアの締結により京都議定書の発効が確実にな

ったことから，大綱の見直し作業を基礎として目

標達成計画の策定作業が進められ，昨年３月に開

催された両環境部会合同会議において国土交通省

の地球温暖化対策について了承された。その後，

政府内の策定手続きを経て，内閣総理大臣を本部

長とする地球温暖化対策推進本部案が決定され，

さらにパブリックコメントを踏まえた修正を経

て，目標達成計画は昨年４月２８日に閣議決定され

た（表―１）。

２． わが国の温室効果ガス排出量の
状況

２００４年度（速報値）のわが国の温室効果ガス総

排出量（京都議定書に定められている，二酸化炭

素（CO２），メタン（CH４），一酸化二窒素（N２O），

代替フロン等３ガスの排出量合計）は，約１３億

２，９００万 t（CO２換算，以下同じ）であり，前年に

比べて０．８％減少した。これは，原子力発電所の

利用率が前年度より回復したことにより，使用電

社会資本整備分野における
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力量の伸びに伴う二酸化炭素排出量を抑制し，ほ

ぼ横ばいで推移したことに加え，電力分野以外の

燃料消費量の減少等に伴い，温室効果ガスが減少

したことによる。しかし，京都議定書による基準

年排出量（１２億３，７００万 t）と比べると約７．４％。

したがって，京都議定書で約束した排出量に比べ

て約１３．４％上回っている。また，総排出量の９割

を占める二酸化炭素の排出を部門別に見ると，運

輸部門は前年を上回り，産業部門，業務その他の

部門と家庭部門は前年を下回っている（表―

２）。

３． 目標達成計画の概要

目標達成計画で示した今後の排出抑制・吸収の

目標については，表―３に示したとおりである。

目標達成計画においては，温室効果ガスの排出削

減の他に，森林等による吸収源対策および京都メ

カニズムの活用により目標を達成することとして

いる。国民の活動に最も深く関わっているエネル

ギー起源の二酸化炭素については，２０１０年におい

て基準年総排出量比０．６％の増加に抑制すること

表―１ 目標達成計画の策定経緯

平成９年１２月 気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）（京都議定書を採択）

平成１４年３月 「地球温暖化対策推進大綱」策定

６月 わが国が京都議定書を締結

改正地球温暖化対策推進法を公布（京都議定書発効後，京都議定書目標達成計画の策定を行う旨）

平成１５～１６年 「地球温暖化対策推進大綱」の評価・見直しに向けた審議状況

交通政策審議会交通体系分科会環境部会（計６回）

社会資本整備審議会環境部会（計４回）

社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同会議

（国土交通省環境行動計画）

平成１６年１１月 ロシアが京都議定書批准

平成１７年２月 京都議定書発効，改正地球温暖化対策法施行

平成１７年３月 社会資本整備審議会環境部会・交通政策審議会交通体系分科会環境部会合同部会

（国交省の地球温暖化対策について了承）

地球温暖化対策推進本部（京都議定書目標達成計画政府案決定）

平成１７年４月 京都議定書目標達成計画閣議決定

表―２ 部門別の二酸化炭素排出量

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度（注）１ 基準年排出量比（注）２

産業部門 ４６８ ４７８ ４７２ －０．８％

運輸部門 ２６２ ２６０ ２６２ ＋２０．６％

業務その他部門 １９７ １９６ １９５ ＋３５．５％

家庭部門 １６６ １７０ １６８ ＋３０．０％

（注）１．２００４年度は速報値

２．２００４年度の部門別排出量と京都議定書による基準年（１９９０年）の当該部門別排出量の比

（単位：百万 t―CO２）
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を目指している。このうち運輸部門は，地球温暖

化対策大綱において掲げた目標を引き継ぎ，２０１０

年において約２億５，０００万 tの排出（運輸部門の

基準年排出量比１５．１％増）に抑制することを目標

としている。また，民生部門は，同部門の基準年

排出量比１０．７％増の約３億２００万 tに抑制するこ

とを目標としている。

４． 社会資本整備分野における
地球温暖化対策

国土交通省は，京都議定書の約束達成に向け

て，運輸部門および民生部門等における地球温暖

化対策を推進しているところであり，以下，これ

らの対策・施策の概要を紹介する（図―１）。

! 住宅・建築物分野の省エネ対策強化

家庭部門および業務その他の部門からなる民生

部門を中心に，世帯数や床面積の増加等によるエ

ネルギー需要の増加により排出量の増大が著し

く，建築物のストック対策を強化するため，一定

規模以上の非住宅建築物の大規模修繕等を行う者

に対して，所管行政庁への省エネ措置の届出を義

務付けるとともに，一定規模以上の住宅について

も非住宅建築物と同様に所管行政庁への省エネ措

置の届出を義務付ける。これらの対策により，約

３，４００万 tの排出削減を見込んでいる。

" 円滑な道路交通を実現する体系の構築

環状道路の整備や交差点の立体化などを着実に

推進するとともに，自動車交通需要の調整，ITS

の推進，路上工事の縮減といった交通流対策を実

施する。これらの交通流対策により，約３４０万 t

の排出削減を見込んでいる。

表―３ 温室効果ガスの排出抑制・吸収の量の目標

区 分

１９９０年 ２００２年 ２０１０年

百万 t―CO２

（a）

百万 t―CO２

（b）

部門毎の

基準年比

（b-a）／a

百万 t―CO２

（c）

部門毎の

基準年比

（c-a）／a

基準年総

排出量比

１．温室効果ガスの削減 １，２３７ １，２３１ －０．５％

エネルギー起源CO２ １，０４８ １，１７４ １２．０％ １，０５６ ０．８％ ０．６％

産業部門 ４７６ ４６８ －１．７％ ４３５ －８．６％

運輸部門 ２１７ ２６１ ２０．４％ ２５０ １５．１％

民生部門 ２７３ ３６３ ３３．０％ ３０２ １０．７％

家庭部門 １２９ １６６ ２８．８％ １３７ ６．０％

業務その他部門 １４４ １９７ ３６．７％ １６５ １５．０％

エネルギー転換部門 ８２ ８２ －０．３％ ６９ －１６．１％

代替フロン等３ガス ５０ ２８ ５１ ０．１％

非エネルギー起源CO2，メタン，N2O １３９ １２８ １２３ －１．２％

２．森林吸収源対策 －３．９％

３．その他（京都メカニズム） （－１．６％）

計－６％

１％＝

１２，３７０千 t
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図―１　社会資本整備分野における地球温暖化対策�

民生部門（住宅・建築物）�

住　宅�

建築物�

約20万t�
CO２削減�

約3,400万t�
CO２削減�

約340万t�
CO２削減�

約130万t�
CO２削減�

約28万t�
CO２吸収�

下水汚泥の高温燃焼�
（850℃）�
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一酸化二窒素（笑気ガス）対策�

二酸化炭素吸収源対策�

産業部門�

○住宅約850万t：一定規模以上の住宅の新築・増改築・
大規模修繕時等における届出の義務付け等（省エネ
法改正），住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組み
の活用　等�

○建築物約2,550万t：一定規模以上の建築物の大規模修
繕時等における届出義務付け等（省エネ法改正），日
本政策投資銀行融資，税制等による誘導　等�

! 下水道分野における総合的な温暖化対策の

推進

下水汚泥の燃焼の高度化についての基準化や，

下水汚泥の処理過程で発生するバイオガスの発電

利用，夜間電力の活用など，下水道分野における

総合的な温暖化対策を推進する。これらの対策に

より，約１３０万 tの排出削減を見込んでいる。

" 都市緑化等の推進

新たに創設された緑化地域制度や立体公園制度

の活用等多様な手法を活用しつつ，都市公園の整

備，道路，河川，砂防，港湾等の公共公益施設の

緑化，建築物の屋上，壁面等新たな緑化空間の創

出等を総合的に推進する。これらの対策により，

約２８万 tの排出削減を見込んでいる。

# 建設施工分野における低燃費型建設機械の

普及

低燃費型建設機械の使用を奨励し，公共工事に

おいて積極的に活用することにより，低燃費型建

設機械の普及を促進する等，建設施工分野におけ

る省CO２化を推進する。これらの対策により，約

２０万 tの排出削減を見込んでいる。

５． 対策の評価・見直し

目標達成計画では，その実効性を確保し，京都

議定書の削減約束を確実に達成するため，個々の

対策について講じる政府の施策の進捗状況などを

毎年点検することとし，さらに，京都議定書が定

めた約束期間の前年である２００７年度に本計画の定

量的な評価・見直しを行い，必要な対策・施策を

２００８年度から講じることとしている。国土交通省

においても，目標達成計画に従って対策を進めて

いくことはもとより，関係府省・事業者と緊密な

連携を保ちつつ，適時適切に対策の評価・見直し

を行い，対策の実効性をより高めていきたい。
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